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グラムコーディネーターでもある原田正樹学長に取材した。

　「日本福祉大学が社会人教育に取り組んできたのは、『万人

の福祉のために』という建学の精神を実現するため。18歳

で愛知のキャンパスに入学してきた学生を専門職として育

て輩出するだけではなく、2001年に通信教育部を開設し、社

会福祉士や精神保健福祉士を取得したいという全国の多く

の社会人に受講いただいてきました。

　いっぽうで福祉の現場では、従来の方法では解決できない

課題が数多く出てきています。現場は悩んでいる。そのこ

とを受けとめたとき、資格教育、専門職の養成だけやってい

ればいいとは思えません。現場の課題に応えられる『現職教

育』の提供は、私たちの使命なのです」（原田氏）。

　常に最新の知識や技術を学び続ける必要がある医療や福

祉の世界。『現職教育』とは、そのために提供される社会人向

けプログラムを指す用語だ。

　「どの領域でも、既存の知識技術を学ぶ現職教育の機会と

しての研修は数多く用意されています。しかし、もはやそれ

では現場の悩みには応えられない。私がコーディネーター

を務める『伴走型支援基礎講座』も、ホームレスや社会的孤立

で生きる意欲を喪失した方と向き合ったときに、今までのよ

うな形式的な知識では対応できない、解決できない、そう

いったときに何が必要か、現場の方々に一緒に考えてもらお

うと開講したのです。

　受講生のアンケートで印象的なのは「15回聞くと悶々とす

る」「聞けば聞くほど分からなくなってくる」というコメント。

私達はこれを良い評価だと考えています。HOW TOの提供

ではなく、新しいイノベーションを現場に起こしていきたい

というメッセージが伝わっているわけですから」（原田氏）。

　こうした狙いはどのプログラムにおいても共通だ。

　「これまでの社会人教育のイメージは、大学に蓄積され

た色々な『研究知』を社会に還元するというもの。そうで

はなく、現場の方達と一緒になってプログラムを作ってい

くのです。現場の実践知を現場の方が語るだけでは、個人

の経験談で終わってしまいますから、例えば『伴走型支援

基礎講座』なら、奥田氏や向谷地氏が長年蓄積してきた実

践で共通する部分は何か、それをどう言語化、体系化しプ

ログラムの形にしていくか。全体をコーディネートする

教員が非常に悩むところですが、こういうことこそがこれ

からの大学の役割なのだと思いますし、だからこそ初年度

から多くの方々に受講いただけたのでしょう」（原田氏）。

　「本学は創立時から、『当事者』と呼ばれる色々な困りごと

を持った本人、その家族、支援者の方々と一緒に課題に向き

合うということを大事にしてきました。研究においても、『協

働研究』という形で、実践家と教員がチームを作って現場の

課題に応えることを意識的に進めています。そうした活動

がプログラムの起点になります。

　それを形にできるのは、通信教育部や大学院、社会福祉総

合研修センターなどの部署で職員がこれまで蓄積してきた

講座づくりと運営のノウハウがあるから。この2点が私達の

大きな資産になっています」（原田氏）。

　各プログラムとも、オンライン教育を積極的に活用。全国

をターゲットにすることで場所のハンデを、オンデマンド教

材により時間の制約を解消することで、「現場の方達にピン

ポイントで刺さるような」（原田氏）プログラムづくりが可能

になった。コロナ禍で受講者側のオンライン教育へのリテ

ラシーが高まり、環境整備が進んだことも大きい。

　「次のチャレンジとして2024年春の立ち上げに向け準

備を進めているのが、現職教育の拠点『日本福祉大学 

FUKUSHI ACADEMY』です。東京サテライトを有楽町駅

前へ移転し、鶴舞駅前の名古屋キャンパスとの2拠点体制を

構築。対面プログラムの提供のほか、学外とのネットワーク

形成など一連の流れをマネジメントしていきます。

　目指す姿は、専門職が学び、教え合うためのプラットフォー

ム。専門職と教員が集い、実践知と研究知を融合させていく

ことで、双方にイノベーションを起こしていく場所、それを大

学の仕組みとしてきちっと作っていきたいのです」（原田氏）。

　専門職教育の課題は、他の業界・分野においても共通する

ものだ。「日本福祉大学 FUKUSHI ACADEMY」の取り組み

とその成果に、これからも注目していきたい。

（文／乾 喜一郎 リクルート進学総研主任研究員［社会人領域］）

　

　「性暴力被害者支援看護職養成プログラム」「里親養育包括

支援機関人材養成プログラム」「伴走型支援基礎講座」…。日

本福祉大学リカレント教育事業部のホームページ（図１）に

は、医療・福祉などの分野の専門職・実践家を対象とした特徴

的なプログラムが数多く掲載されている（表１）。

　「伴走型支援基礎講座」をクリックすると、講師陣には、北

九州市で多くのホームレスの自立を支援してきた奥田知志

氏、精神障害の当事者の支援に取り組む浦河べてるの家・向

谷地 生良氏…といったそうそうたる実践家が名を連ねてい

る。他のプログラムも同様に、講師を務めるのは教員だけで

はなく、看護師、社会福祉法人の施設長、NPO法人や自治体

のリーダーといった方々だ。いずれのプログラムにおいて

もオンライン教育が活用されているが、特定の時間・場所に

講師・受講者を拘束しなくともよいというそのメリットが活

かされている。

　日本福祉大学は、これらのプログラムを集約し、2024年に

「現職教育」の拠点「日本福祉大学 FUKUSHI ACADEMY」を

立ち上げる構想を持つという。「伴走型支援基礎講座」のプロ

現場と協働し、既存の研究知で解決できない課題に
向き合うプログラムを多数構築。それらを集約し、
専門職が集うイノベーションの拠点づくりをめざす
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協働研究により培われた現場重視の姿勢と
通信教育で培った講座運営のノウハウ

現場の実践知を体系化しプログラムの形に。
多くの実践家が「教える側」「学ぶ側」に参加

専門職が教え合い、学び合い、イノベーションを生み出す
拠点「日本福祉大学 FUKUSHI ACADEMY」構想

日本福祉大学	 『日本福祉大学 FUKUSHI ACADEMY』開設構想

表1　日本福祉大学の主な現職教育プログラム

図１	 2023年度にリニューアルされた
日本福祉大学リカレント教育事業のホームページ「FUKU＋」

名称 日本福祉大学　FUKUSHI ACADEMY（仮称）構想

組織形態 大学の付属付置機関として学長直轄組織を創設

概要
現職教育拠点として、現在展開している複数のプログラムを集約し
て開設。新たなプログラムの開発、受託事業の展開、学びのコミュ
ニティの形成支援に加え、研究成果の発信・提言までを担う

開講形態 オンデマンド、リアルタイムオンライン、対面演習など、各プログ
ラムの目的に応じて選択

開講拠点 東京サテライト（有楽町駅前）・名古屋キャンパス（鶴舞駅前）

シリーズ  リカレント教育最前線 ⑤

※ 2023 年 10 月 25 日時点

プログラム名 主な対象 開講形式 受講料（税込） 開始年度 内容・特徴 受講者数

性暴力被害者支援看護職
（SANE）養成プログラム 看護師 リ ア ル タ イ ム

オンライン＋対面
10 万

9960 円
2019

年

暴力の構造や、被害者心理、法的根拠や当事者の社会的回復ま
で支援の対象とするプログラム。職業実践力育成プログラム（Ｂ
Ｐ）。県との連携により安定的に受講者を確保し、23 年から看
護職以外を対象とする派生プログラムを展開。

54 名

伴走型支援基礎講座 自治体や NPO などで 
支援に携わる実践者

オンデマンド＋
対面（希望者）

2 万
2000 円

2022
年

理論と教員のコーディネートによる先進的な実践例を組み合
せたプログラム。希望者は連携先団体による対面でのワーク
ショップを受講できる。

22 年度：417 名
23 年度：224※

里親養育包括支援（フォ
ス タ リ ン グ ） 機 関 人 材 
養成プログラム

自治体や専門機関など
で支援に携わる実践者

オンデマンド＋
対面 無料 2023

年

里親への養育支援から自立支援までを一貫して担う専門人材を
養成する。20 ～ 22 年度実施のプログラムでの実績を踏まえ
23 年度子ども家庭庁の公募事業に採択。

841 名※

障害児支援スペシャリスト 
養成プログラム（基礎編）　

保育士など障害児の保
育に携わる実践者 オンデマンド ３万円 2023

年

保育現場や育児支援において多様な障害に対応するための知
識・スキルを提供。文部科学省「成長分野における即戦力人材
輩出に向けたリカレント教育推進事業」採択。「保育士等ステッ
プアップ研修」での活用を想定

募集前※

福祉現場とつくる
リーダー育成プログラム
～はじめてのリーダー～

福祉施設
職員

リアルタイムオン
ライン＋オンデマ
ンド＋対面

7 万
2000 円

2023
年

提携社会福祉法人の現場リーダーが企画に参加し、その多くが
講師も担う形でプログラムを開発。文部科学省「成長分野にお
ける即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業」採択。

募集中※

社会人マーケットの開拓を目指す取り組みに「定石」はない。そこでこの連載では、「兆し」となりうる先駆的な取り組みをレポートしていく。
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